
（平成２１年４月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口国民年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 41 年２月、同年３月及び 42 年１月から同年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 41 年２月及び同年３月 

② 昭和 42 年１月から同年３月まで 

    私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、納付及び加入の事実が確認できない旨の回答を

受けた。 

昭和 42 年４月から勤務しているＡ病院から、厚生年金保険の適用

事業所となるまで、国民年金に加入するよう要請があり、Ｂ町役場で

加入手続を行い、１年分の国民年金保険料は病院が納付してくれた。 

加入手続の時、同役場の担当者から、過去に国民年金保険料の未納

分があると言われ、数か月分について、さかのぼって国民年金保険料

を納付した記憶があり、納付記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は合計５か月と短期間である。 

また、申立人は、申立期間以外の期間については国民年金保険料を完

納しており、国民年金保険料の納付意識は高かったことがうかがえる。 

さらに、申立人は、「故郷のＢ町に帰郷後、昭和 42 年４月からＡ病

院に勤務していたが、同病院から厚生年金保険の適用事業所となるまで、

国民年金に加入するよう要請があり、国民年金の加入手続を行い、１年

分(昭和 42 年度)の国民年金保険料を病院が納付してくれた。」として

いるなど、加入当時の記憶は鮮明である上、Ａ病院の同僚から、「申立



人は、病院開設（42 年４月）当時から勤務しており、厚生年金保険の適

用は１年後であったため、自分は国民健康保険に加入していた。」との

証言が得られた。 

加えて、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 42 年７月ごろＢ町

から払い出されたと推測され、同町の国民年金被保険者名簿から、申立

人が 20 歳となる 41 年＊月＊日にさかのぼって国民年金に加入しており、

昭和 42 年度分の国民年金保険料は 43 年２月 17 日に一括納付されてい

る上、Ａ病院は同年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっている

など、申立内容の信憑
  ぴょう

性が高いことがうかがえる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



山口国民年金 事案 445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年９月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年９月から 61 年３月まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、納付事実が確認できない旨の回答を受けた。 

昭和 46 年７月から国民年金保険料を納付していたが、申立期間当

時は、保険料として月初めに 7,000 円程度をＡ銀行Ｂ支店で納付して

おり、納付記録が無いことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は７か月と短期間である上、申立期間当時において、申立人

が国民年金保険料を未納とするような生活環境の変化はうかがえず、昭

和 46 年７月から長期間にわたり納付してきた国民年金保険料の納付を

未納とするのは不自然である。 

また、申立人は、国民年金保険料として月初めに 7,000 円程度をＡ銀

行Ｂ支店に納付していたとしており、申立期間当時における国民年金保

険料の納付状況を鮮明に記憶している。 

さらに、申立人が納付したとする国民年金の保険料額は当時の保険料

額とほぼ一致する上、納付していたとする金融機関も当時、国民年金保

険料の収納業務を行っており、加えて、Ｃ市が保管している昭和 60 年

度国民年金収納簿からも申立期間前の期間について月初めに納付してい

たことが確認できることから、申立内容の信憑
  ぴょう

性は高いことがうかが

える。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



山口国民年金 事案 446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から同年６月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から同年６月まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、未加入及び納付の事実が確認できない旨の回答

を受けた。 

申立期間について、国民年金手帳にＡ市の検認印が押印されており、

また、当時の家計簿にも納付している旨の記載があることから、納付

記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、Ａ市の検認印がある国民年金手帳及び

国民年金保険料を納付したことを記載した家計簿を所持している。 

   また、社会保険庁の記録上、申立人は、昭和 36 年３月１日に国民年

金の資格を喪失しているが、申立期間に係る国民年金保険料の検認印は

36 年６月 30 日であるなど、事務処理に不合理な点がうかがえる。 

   申立期間は国民年金の資格喪失後であるが、これが還付された事実が

認められないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料相当額を納

付し、長期間国庫歳入金として扱われていたことは明らかであり、被保

険者資格が無いことを理由として、保険料の納付を認めないのは信義則

に反することなどの事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



山口国民年金 事案 448 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から 49 年 12 月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年４月から 49 年 12 月まで 

    昭和 48 年４月から 49 年 12 月までの国民年金保険料の納付記録に

ついて照会したところ、納付の確認ができなかった旨の回答を得た。

国民年金保険料については、毎月、婦人会の集金集会において、夫と

夫の母親の分と共に納付していた。夫と夫の母親の同時期の国民年金

保険料は納付済みとされているのに、私の分だけが未納とされている

のは納得がいかない。申立期間の国民年金保険料を納付したことが確

認できる資料等は無く、申立期間当時、集金集会に出席していたのが、

私か、夫の母親であったのか明確な記憶は無いが、間違いなく納付し

ているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間以後の国民年金保険料をすべて納付している上、

申立期間において、申立人の夫及びその母親の国民年金保険料はすべて

納付済みである。 

また、申立期間当時、申立人が居住していた地区において婦人会によ

る集金集会が行われていたことは、同地区内の住人の証言により確認で

きることから、家族３人の国民年金保険料を納付していたとの申立内容

に不自然さはみられない。 

さらに、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、連番で払い出

されており、同時に国民年金加入手続が行われたものと推測されること

から、申立期間において、申立人のみ国民年金保険料検認名簿が作成さ

れず、国民年金保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



山口国民年金 事案 449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 49 年４月から同年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付

記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年 11 月から 46 年３月まで 

             ② 昭和 49 年４月から同年 12 月まで 

    社会保険庁の記録では、昭和 42 年 11 月から 46 年３月までの期間

及び 49 年４月から同年 12 月までの期間の国民年金保険料が未納とな

っている。私は、国民年金保険料を夫の分と共に集金人に納付してい

たと思う。当時の国民年金保険料の額や領収書を受け取ったかどうか

等についての記憶は無いが、集金人の名前は覚えている。また、49 年

４月から同年 12 月までの期間については、夫が納付済みとなってい

るのに私の分だけ未納となっているのは不自然である。申立期間につ

いて、国民年金保険料の納付期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が、国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は国民年金の加入

手続を行った記憶はあるものの、資格取得手続の時期及び場所並びに申

立期間の国民年金保険料額についての具体的な記憶が無い上、申立人及

びその夫が名前を記憶しているＡ地区の集金人（以下、「国民年金協力

委員」という。）２名の連絡先は不明であり、申立期間当時の国民年金

保険料の納付に関する具体的な状況が確認できず、ほかに申立期間にお

いて、申立人の国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

また、申立人の年金手帳において、国民年金新規資格取得年月日は、

昭和 49 年１月 28 日と記載されている上、Ｂ社会保険事務所が保管する



国民年金被保険者台帳及びＣ市が保管する国民年金被保険者名簿にも同

様の記載があり、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらないことから、国民年金の未加入期間であ

る申立期間①において申立人が国民年金協力委員に国民年金保険料を納

付していたとは認め難い。 

一方、申立期間②については、Ｂ社会保険事務所が保管している国民

年金受付処理簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51

年５月ごろに払い出されていることが推測でき、払出時期において過年

度納付が可能な期間であり、Ｃ市からは「申立期間②当時、国民年金協

力員が国民年金過年度保険料の預かり業務を行っていた。」との証言が

得られたことから、申立期間当時、申立人及びその夫の国民年金保険料

を国民年金協力委員に納付していたとの申立内容に不自然さはみられな

い。 

さらに、申立期間②前後は納付済みとなっており、これは遡及
そきゅう

納付し

たものと推認できる上、申立人の夫の国民年金保険料が納付済みとなっ

ているのに、申立人のみ納付しなかったとするのは不自然である。 

加えて、Ｃ市が保管する国民年金被保険者名簿における昭和 49 年度

の検認台紙欄には、12 か月分の国民年金保険料額に相当する金額が記載

されており、前後の年度に係る同欄の記載状況から、申立期間②の国民

年金保険料が納付されていたと推測できる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 49 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



山口厚生年金 事案 345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における

資格取得日に係る記録を昭和 47 年４月 20 日に訂正し、申立期間のうち、

47 年４月から同年７月までの標準報酬月額を４万 5,000 円とし、同年８

月から 48 年７月までの標準報酬月額を５万 2,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47 年４月から 48 年８月１日まで 

私は、昭和 45 年２月からＣ労働組合に専従していたが、47 年３月

21 日に同じ敷地にあったＡ株式会社Ｂ工場に転籍になり、58 年８月ま

で同事業所に勤務した。 

社会保険事務所の記録では、私は昭和 47 年４月 20 日に組合専従者

としての厚生年金保険被保険者資格を喪失したまま 48 年７月までの 16

か月間厚生年金保険に加入していないことになっているが、私はその

間もＡ株式会社Ｂ工場で勤務しており、厚生年金保険料が給与から控

除されていたことも記憶している。 

組合専従を解かれた昭和 47 年３月に続く同年４月からの 16 か月間

を厚生年金保険被保険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  雇用保険の被保険者記録、従業員名簿及び申立期間に勤務していた同僚

の証言から、申立人が申立期間においてＡ株式会社Ｂ工場に勤務していた

ことが確認できる。 

また、Ａ株式会社の従業員名簿により、申立期間に申立人が同社に勤務

し給与が支払われていたことが推認されるとともに、Ｄ厚生年金基金発行



の年金支払開始通知書により、申立期間に申立人が厚生年金基金に加入し

ていたことが確認できる。 

さらに、申立人以外の組合専従となっていた複数の同僚については、異

動の前後において厚生年金保険の加入記録が継続していることが確認でき

る。 

これらを総合的に判断すると、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、社会保険事務所の記録及び

申立人の当時の賃金額が確認できる従業員名簿より、昭和 47 年４月から

同年７月までの標準報酬月額を４万 5,000 円、同年８月から 48 年７月ま

での標準報酬月額を５万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主は申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについて不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る被保険

者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者標準報酬算定基礎

届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保

険事務所は当該届出を記録していない。これは通常の事務処理では考え難

いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の取得等に係る届出は

行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 47 年

４月から 48 年７月までの厚生年金保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 



山口国民年金 事案 447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 39 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 39 年３月まで 

私は、社会保険事務所に申立期間について国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、納付事実が確認できない旨の回答を受けた。 

国民年金には制度発足当初から加入し、国民年金の保険料は集金人

に納付していたと記憶している。現在所持している国民年金手帳には、

申立期間の納付した旨を示す検認印は無いが、婚姻時の引っ越しで紛

失したので再交付してもらったものであり、納付記録が無いことに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)は無く、国民年金保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人が所持している国民年金手帳は、国民年金印紙検認記録

欄の昭和 36 年度から 38 年度までの間は居住地であるＡ市の検認印は無

く、39 年度からは同市の検認印が押されており、申立人は 36 年度から

38 年度までの間は国民年金保険料を納付していなかったことが推測され

る上、国民年金手帳の再交付時期は昭和 39 年３月 13 日と記載されてお

り、38 年度の国民年金印紙検認台紙の割印は 39 年４月であることから、

少なくとも 39 年１月から同年３月までの間は検認の押印があるはずで

あるが、これも見られない。 

さらに、申立人は、「国民年金手帳は、昭和 36 年６月ごろに婚姻し、

夫の居住地（同一市内）へ引っ越しをした時に紛失したのでＡ市に再交

付してもらった。」と主張しているが、当時は国民年金保険料は印紙納



付の時期であり、Ａ市では国民年金手帳を市役所で保管していたことか

ら、申立人の主張は不自然である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 450 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年 11 月から 48 年 12 月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 11 月から 48 年 12 月まで 

    社会保険庁の記録では、昭和 42 年 11 月から 48 年 12 月までの国民

年金保険料が未納となっている。私の国民年金の加入手続は妻が行い、

国民年金保険料も妻が集金人に納付していたと思う。当時の国民年金

保険料の額や領収書を受け取ったかどうか等についての記憶は無いが、

集金人の名前は覚えている。申立期間について、国民年金保険料の納

付期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、国民年金の加入手続及び国民年金保険

料の納付に直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の妻が国

民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）

は無い。 

また、申立人の妻は、申立人の国民年金の加入手続を行った記憶はあ

るものの、手続の時期及び場所並びに申立期間の国民年金保険料額につ

いての具体的な記憶が無い上、申立人及びその妻がＡ市内のＢ地区及び

Ｃ地区において国民年金保険料を納付していたと記憶している集金人

（以下、「国民年金協力委員」という。）の４名のうち、Ｂ地区におい

て納付していたとしている２名は連絡先が不明であり、Ｃ地区において

納付していたとしている２名については、申立期間以後に国民年金協力

委員に委嘱されているため、申立期間当時の国民年金保険料の納付に関

する具体的な状況が確認できない。さらに、申立人及びその妻は、Ａ市

が保管している国民年金協力員名簿において、申立期間の一部について

Ｂ地区及びＣ地区の国民年金保険料の集金を担当していたと推測される



複数の国民年金協力委員の氏名等に係る記憶は無いとしている上、ほか

に申立期間において、申立人の国民年金保険料が納付されていたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人が所持する国民年金手帳、Ｄ社会保険事務所が保管す

る国民年金被保険者台帳及びＡ市が保管する国民年金被保険者名簿の住

所欄には、いずれも「Ａ市Ｂ地区」の記載が無いことから、申立期間の

一部について、当該地区において国民年金協力委員に国民年金保険料を

納付していたとの申立ては不合理である。 

その上、Ｄ社会保険事務所が保管している国民年金受付処理簿による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年６月８日に払い出さ

れていることが確認できることから、その時点で申立期間の一部は特例

納付によるほかは既に時効により国民年金保険料を納付することはでき

ない期間であるが、申立人の妻には特例納付をした記憶は無い上、ほか

に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 451 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年５月、同年６月及び 52 年４月から 53 年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年５月及び同年６月 

② 昭和 52 年４月から 53 年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 51 年５月ごろ、父親がＡ町役場で国民年

金の加入手続をしたと記憶している。 

当時、Ａ町は、区長に諸税集金を委託しており、集金袋に記載され

た諸税、区費、諸寄付金及び国民年金保険料の金額を班長が毎月集金

し、区長が各項目に分けて町役場担当係へ納付する仕組となっていた。 

父親は几
き

帳面な人で、毎月、班長に私の国民年金保険料を預けてい

たはずであり、昭和 51 年５月、同年６月及び 52 年４月から 53 年３

月までの期間だけ納付記録が未納となっているのは承服できない。 

昭和 51 年７月から 52 年３月までの期間は納付記録があるため、同

年４月から 53 年３月までの期間の納付記録が無いのは町役場の入金

処理の落ち度としか考えらず、51 年５月及び同年６月も同様に町役場

担当者が区長に集金の依頼をしていないことや集金の事後処理をして

いないことも考えられるので、申立期間の国民年金保険料の納付を認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の父親が国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

また、申立人は申立人の父親が昭和 51 年５月ごろに国民年金の加入



手続を行ったと申し立てているが、申立人の国民年金手帳記号番号に係

る前後の番号の任意加入者の記録から、申立人の父親は 53 年８月ごろ

に国民年金の加入手続を行い、51 年５月にさかのぼって国民年金被保険

者資格を取得したことが推認できる上、別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、Ａ町国民年金被保険者名簿の昭和 51 年５月及び同年６月の

検認記録欄に「時効、受付 53.８.16」と記載があり、摘要欄に「1400×

9=12600」及び「53.９.27 納付」と記載があることから、申立人の父親

は、53 年８月の国民年金加入時点で時効により納付できない 51 年５月

及び同年６月の国民年金保険料を除き、51 年７月から 52 年３月までの

期間の国民年金保険料である１万 2,600 円を 53 年９月 27 日に納付した

と推測される一方、申立期間についてＡ町と社会保険庁の記録は一致し

ており、国民年金保険料の納付をうかがわせる事情を見いだすことがで

きない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口国民年金 事案 452 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年２月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月 

平成４年１月ごろ、Ａ市役所で国民年金の加入手続をし、Ｂ社会保

険事務所の窓口で現金を納付した覚えがある。 

申立期間はＣ市の会社を離職し、Ａ市に帰郷した時であり、Ｂ社会

保険事務所及びＡ市役所で何らかの手続をしたことをはっきり覚えて

いる。 

何も書類は残っていないが、自分の性格から国民年金の加入手続を

し、国民年金保険料を納付したはずなので、申立期間の納付記録が無

いことは納得できない。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間について、国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、国民年金保険料を納付した

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳は、平成２年４月１日に厚生年金保

険被保険者資格を取得した際に交付されたもので、国民年金資格記録欄

によると、国民年金被保険者の資格取得年月日は９年 12 月 29 日であり、

基礎年金番号導入前に国民年金手帳記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情も見当たらないことから、申立期間は未加入期間であ

る。 

さらに、申立人は戸籍の附票により平成４年１月 17 日にＣ市からＡ

市Ｄへ住所を移動しているが、年金手帳の住所欄に「Ａ市Ｄ」の記載は

無く、９年５月以降の居住地である「Ａ市Ｅ」と記載されていることか

ら、国民年金の加入手続は９年５月以降に行ったものと推認される。 



加えて、申立人はＣ市の会社を離職した後、申立期間について健康保

険の任意継続被保険者資格を取得していないほか、国民健康保険にも加

入しておらず、「Ｂ社会保険事務所及びＡ市役所で何らかの手続を行っ

た。」という申立内容を裏付ける事情が見当たらないのに対し、平成９

年 12 月 29 日にＡ市の会社を離職した後は、健康保険の任意継続被保険

者資格を取得しており、国民年金の加入手続も行っていることから、申

立内容と符合しており、申立人はこの時の記憶と錯誤している可能性が

うかがえる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



山口厚生年金 事案 344 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年 12月から 56 年７月１日まで 

             ② 昭和 58年 10月６日から 63 年 12月まで 

    社会保険事務所の記録によると、私の有限会社Ａにおける厚生年金保険

の記録が、昭和 56 年７月１日から 58 年 10月６日までの期間しか無いが、

私は 48 年 12 月から 63 年 12 月まで同社において継続して勤務していたの

で、申立期間について厚生年金保険の加入記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険及び社会保険庁のオンライン記録から、申立人が昭和 56 年７月１

日から 58 年 10 月５日まで有限会社Ａに勤務していたことは確認できるが、

申立期間①及び②の期間については、同社は 63 年 12 月 21 日に厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっており、関係資料は保管されておらず、当時の事

業主は既に他界している上、上司の証言からは勤務期間を特定することもで

きないことから、当該期間における勤務状況等について確認することができ

ない。 

また、事業主は、「従業員は全員正社員で社会保険に加入させ、その都度

加入手続を行っていた。」と証言しているところ、申立期間と同時期に有限

会社Ａに勤務していた同僚４人の雇用保険の加入期間が、申立人と同様に厚

生年金保険の加入期間と一致しており、同社では当時雇用保険と同時に厚生

年金保険へ加入させる取扱いが行われていたことがうかがえる。 

さらに、社会保険事務所が保管する有限会社Ａの健康保険厚生年金保険被

保険者原票の記録によると、同社における申立人の健康保険被保険者証が昭

和 58 年 12 月８日に返納されていることが認められる上、申立人は同年 10 月

５日にＢ市において国民健康保険に加入していることが確認できる。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月１日から 38年 10月 18日まで 

 昭和 34 年８月から平成９年５月まで、株式会社Ａに継続して勤務して

いた。 

昭和 37 年 10 月から 38 年 10 月の間も株式会社Ａに勤務し、現場で仕事

をしており、間違いなく同社に勤務していたので、厚生年金保険料を控除

されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａの職員従業員名簿及び雇用保険の被保険者情報により、申立期

間当時、申立人は同社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、株式会社Ａに係る社会保険庁のオンライン記録による厚生年金保

険被保険者の内、30 人を無作為に抽出して厚生年金保険の加入状況を調査し

たところ、全員が昭和 37 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失

していることから、同社は、同日に健康保険を政府管掌からＢ国民健康保険

組合に変更した際、何らかの意図をもって従業員の多くを日雇労働者として

扱い厚生年金保険被保険者の資格を喪失させたものと推認できる。 

また、株式会社Ａには、当時の資料は残っておらず、当時のことを知る者

もいないとしており、申立てに係る事実を確認できる関連資料、証言を得る

ことができない。 

さらに、申立期間当時、株式会社Ａで申立人と同様の業務に従事していた

同僚数名は、「健康保険の保険者が昭和 37 年 10 月１日にＢ国民健康保険組

合に変更となった時から、同国民健康保険組合の第二種組合員（日雇労働者

が加入するもので、年金は国民年金となる。）であったので、同国民健康保

険組合の第一種組合員（事業主や常用労働者が加入し、年金は厚生年金保険



となる。）となるまでの間は、厚生年金保険の被保険者ではなかった。」と

述べている上、複数の同僚は、「所持している給料明細では、厚生年金保険

料を控除されていない。」と述べていることから、申立人も、同年 10 月１日

から同国民健康保険組合の第二種組合員となり、38 年 10 月 18 日に同国民健

康保険組合の第一種組合員となるまでの間は、厚生年金保険の被保険者では

なかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 347 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年 10月１日から 50年４月１日まで 

 昭和 34 年６月１日から 54 年 10 月 31 日まで、株式会社Ａに継続して勤

務していた。 

昭和 37 年から 38 年までは主にＢ県の現場で勤務し、38 年から 42 年ま

ではＣ県及びＤ県の現場、その後は県内の現場での勤務であった。間違い

なく株式会社Ａに勤務していたので、厚生年金保険料を控除されていたこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ａの職員従業員名簿及び雇用保険の被保険者情報により、申立期

間当時、申立人は同社に勤務していたことが確認できる。 

しかし、株式会社Ａに係る社会保険庁のオンライン記録による厚生年金保

険被保険者の内、30 人を無作為に抽出して厚生年金保険の加入状況を調査し

たところ、全員が昭和 37 年 10 月１日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失

していることから、同社は、同日に健康保険を政府管掌からＥ国民健康保険

組合に変更した際、何らかの意図をもって従業員の多くを日雇労働者として

扱い、厚生年金保険被保険者の資格を喪失させたものと推認できる。 

また、株式会社Ａには、当時の資料は残っておらず、当時のことを知る者

もいないとしており、申立てに係る事実を確認できる関連資料、証言を得る

ことができない。 

さらに、申立期間当時、株式会社Ａで申立人と同様の業務に従事していた

同僚数名は、「健康保険の保険者が昭和 37 年 10 月１日にＥ国民健康保険組

合に変更となった時から、同国民健康保険組合の第二種組合員（日雇労働者

が加入するもので、年金は国民年金となる。）であったので、同国民健康保



険組合の第一種組合員（事業主や常用労働者が加入し、年金は厚生年金保険

となる。）となるまでの間は、厚生年金保険の被保険者ではなかった。」と

述べている上、複数の同僚は、「所持している給料明細では、厚生年金保険

料を控除されていない。」と述べていることから、申立人も、同年 10 月１日

から同国民健康保険組合の第二種組合員となり、50 年４月１日に同国民健康

保険組合の第一種組合員となるまでの間は、厚生年金保険の被保険者ではな

かったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


